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北海道における製材業の経営比率（2）
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　前号＊では道内製材業の一部から得た資料によって経営比率を示し，36年度以降3ヶ年の
推移を検討した。対象となった企業のなかにはさまざまな形態のものが含まれているのであ
るが，これを分類して挽立樹種の針広割合・機械設備の大小・原木特売の多寡・工場の所在
地といった統計上の視点から企業の収益性について簡略な検討を試みた。これは，今後入念
な企業分析を進めて行く上の予備的なものとして行なったものではあるが参考資料として紹
介したい。

  1．対象企業の分類

　企業の収益性はいうまでもなく，経営活動の最終的

な成果を示す中心的な尺度である。そこで，収益性の

動きをみる場合には個々の経営の内部にまで立ち入っ

て，利益構成の面からも明らかにすることが必要とな

ってくる。しかし，ここではそのような個々の企業に

ついてはふれずに，以下に示すような5種の要素を視

点として，収益性の指標である総資本収益率・売上高

純利益率・総資本回転率等との関係を大ざっぱにみる

ことにした。

（1）挽立原木の樹種割合別

（2）設備類型別

（3）原木の入手方法別

（4）売上の内容別

（5）地域別

　要因としてはこの他にも数多くあるが，1）北海道

の製材業という地域的な特性，2）実用上の比較便

宜，3）収益性の支配的な要因を見出すためのステッ

プといったことを考え合わせて選んだ。ふつうは，資

本金・従業員数・馬力数などが主に選ばれているが，

ここではそのことは既に他の統計資料1）で明らかにさ

れているものとし意識的にさけているので，その点を

あらかじめ加味されたい。

  2．調査の概要
ここで使用した財務諸表，製材工場調査表並びに算

出の方法は次の通りである。

  1）財務諸表

　 調査対象

　　a．道内製材工場で法人組識のもの。

　　b．チップ，オガタンの兼業を含める。

　　C．床板，合板，パーティクルボード，ハード

　　　 ボードの兼業は除く。

　 　　約200の製材工場から受理したもののうち

　　 内容不備なものを除き，資料の完全なもの36

　　 年度50社，37年度56社，38年度44社選んだ。

 　年度区分

　　36年度：決算日36．7．1～37．6．30日までのも

　　の

　　37年度：決算日37．7．1～38．6．30日までのも

　　の

　　38年度：決算日38．7．1～39．6．30日までのも

　　の

  2）製材工場調査表
　  要因の計測方法
　　  挽立原木の樹種割合，原木の入手方法，売上の



北海道における製材業の経営比率

　　内容は37年4月より38年3月までの実績により分

　　類し，設備類型及び工場所在地は38年8月現在の

　　状況によって分類した。

　比率算出の対象年度は3ヶ年にわたるが，要因につ

いては36，38年度関係の資料に欠けているため，37年

度の数値をそのまま前・後年度にもあてはめた。時点

のずれの影響が当然入ってくるけれども，個々の工場

における諸要因の変動は比較的小さいものと思われ

る。また中間年度でおさえたことは，結果的にはその

誤差の影響を吸収するのに役立ち，大勢としてはさほ

ど重くみることもないと考える。

　以下，簡単に3比率の年次推移について，さらに諸

因子との関係についてみることにする。

　3．収益性の推移

　総資本収益率・売上高純利益率・総資本回転率の年

次推移の状態を第1図のような信頼限界図で示した。

この図は各比率の年度別平均値をドットで示し，平均

値の信頼限界範囲を陰影帯で示したものである。いう

までもなく，数少ない調査資料（標本）を通して道内

全工場（母集団）の年次推移を推測してみるためには

標本の平均値だけでなく，その変動をも考慮しなけれ

ばならないと考え，このような図表を作成した。

　標本の数は第1表にあげた通り，36年度50ヶ（抜取

り率n/N3.6％）37年度56ヶ（同4.1％）38年度44ヶ

（同3.2％）できわめて少ない。この

欠点を補い，また年次推移の影響を

あらかじめ推知しておく方が後述の

収益性と諸要素の相互関係をみる上

に都合が良いと思われる。

　そこで，各比率について年度別の

　平均値を2つづつ組み合わせ（36－37年

　度，37－38年度，36－38年度の3種〕，統計

的に年次変化を認める時の危険率＊を求め，

その大小を比較して年次変化がはっきり認め

られるもの，やや認められるもの，全く認め

られないもの，強◎，中○，弱－に3区分し

て第2表に示した。全体として3つの比率に

ついてみると，36－37，37－38の対前年度比較

では変化の度合はきわめて弱いけれども，年

々低下の方向にのみ傾よっているため，36

－38年度を比較してみると低下の傾向がはっ

きりと認められる。このことからも，3ヶ年

間における道内製材工場の収益性は比較的ゆ

るやかではあるが，年々悪化して来たとみる
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　のが無理がないと思う。

　4．収益性と諸因子の関係

　ここで収益性に影響を及ぼすものとして考慮した要

因の内訳は次の通りである。

　要因

　（1）挽立原木の樹種割合別

　     総原木消費量に対する針葉樹原木消費量の割合

（2）設備類型別
　本機・テーブルの組合せ

（3）原木の入手方法別
　総原木消費量に対する特売による入手原木量の割
　合

〔原木の特売とは，一般に国有林・道有林からの随意契約
　に上る原木処分（立木・素材）をいうが，ここでは指名
　競争による処分も含めた〕

（4）売上の内容別
　総売上高に対する買入製材の転売高の割合

（5）地域別
　札幌地域：石狩，空知，胆振，日高支庁
　旭川〃  ：上川，留萌，宗谷支庁
　北見〃  ：網走支庁

　　帯広〃：十勝，釧路，根室支庁

　　凾館〃：渡島，檜山，後志支庁

　要因として5つあげてあるが，種々の制約からここ

では他の4つをプールすることによって，個別的に各

要因と収益性の関係についてみることにし，資料を整

理した。

　要因（1）（2）（3）（4）については相関分析によって両変量間

（収益性の比率と各要因）の関連性を－第4表－，要

因（5）は変量数値として取り扱うことができないので，

分散分析により地域性の検出を－第5表－いずれも3

ヶ年をプールして行なった。なお，相関の計算は第2

図に示したような散点分布の状態に関係なく，ナマの

数値（対数変換などせず）をそのまゝ使用した。した

がって，ここで求めた相関係数は2変量間の単純な直

線的な関係の程度とその正負（大・小の順，逆）を

表わすものである。かりに，曲線的関係（∩，∪，

∩∪∩）が認められるような場合でも，ここでは相関

はないものとして取り扱かわれているので注意を要

する。

　これらの結果にもとづいて要因ごとに簡単にふれて

みると，

  1）挽立原木の樹種割合

　実際に工場で消費した原木の針・広割合と総資本回

転率の直線的関係はまったく認められない。しかし，

総資本収益率，売上高純利益率に対する相関度はきわ

めて高く，全体として針葉樹の割合の高い工場（N－

工場）は正，広葉樹の多い工場（L－工場）は負の関

係に立っている。散点図で分布状態をみると，N－工

場の方は標本数の多いことからも分布の範囲がかなり

広いが，相対的に高い位置に，L－工場は低い位置
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に比較的狭い範囲内におさまっており，3ヶ年間に関

するかぎりN－工場の方が優位にあったと思われる。

たまたま36～38年度はインチ材の最も不振な時期に当

たっており，これがL－工場の収益性を引下げる一因

となったと推定される。

　なお，前述の資料中，挽立原木の樹種割合が不明な

もの36年度－2，37年度－2，38年度－1工場あったた

めその分だけ標本数は少ないが，その程度の違いでは

有意水準（r－表の値）はほとんど変わらないので，第

4表に示した数値は標本数の大小に関係なく，そのま

ま比較することができる。

　2）設備類型別

　計算上，設備類型No．をそのまま設備の大きさを示

す代用指標とみなし，No.（Ⅰ）（Ⅱ）……（Ⅴ）に対して

それぞれ1，2，……5の数値をあてはめた。その結

果，収益率，純利益率に対する相関は認められない

が，回転率との関係はきわめて顕著にあらわれた。設

備類型No．が大きくなる程回転率がにぶくなることを

示している。この場合，代用数値のあてはめが妥当＊

でないかも知れないが大ざっぱな傾向をつかむための

便宜上のものである。

　3）原木入手方法

　この要因だけは3つの比率に対してまったく相関を

認めることができなかった。製材工場の経営上，原木

の確保が第1条件であるが，その点，特売量の占める

割合の高い工場ほど，原木入手事情に関するかぎり優

位の立場にあるといえよう。しかし，収益性を左右す

る数多くの条件が複雑に存在し，その影響を強く受け

ているため特売量の多寡という原木入手の優劣をここ

では見い出すことは難かしい。

　4）売上の内容別

　この要因と回転率の相関は認められないが，純利益

率とは比較的強く，収益率とはきわめて強い相関性が

見い出された。これらの相関は負の関係にあり，買入

製材の転売割合の高い工場ほど収益性が低いという結
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果を示している。

　5）地域別

　第5表の結果によると，地域間による回転率の差異

は明白であるけれども，収益率，純利益率には地域差

を認めることができなかった。参考として，地域別の

年度別平均値とさらに3
ヶ年をプールした場合の
総平均の70％信頼区間を
斜線で示すと第3図の通
りである。回転率につい
てみると，帯広地区では
総平均値の推定区間は
1.3±0.1回/年で比較的

高い位置にある

が，収益率，純利

益率についてみる

と，分布の様相が

だいぶ違ってきて

地域格差をほとん

ど認め難い。

　次に総括して比

率相互の関係につ

いてみると，ある

原因と収益率との

間に相関関係が認

められる場合に

は，純利益率に対

してもまったく同

じような傾向が存

在する。一方，要

因と回転率の間に

相関がある場合に

は，収益率あるい

は純利益率に対し

てそのような並行

的傾向はまったく

認められない。個

々の工場において

は，3つの比率は
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総資本収益率＝売上高純利益率×総資本回転率の式
で表現されるが，要因と関連し，全体の傾向としてと
らえるならば，収益率は回転率の変化の影響よりも純
利益率の影響を一方的に強く受けているものと思われ
る。

　おわりに

　製材工場を5つの要素で分現し，工場タイプと収益

性の比率の相互関係を一元的にながめてみた。

　比率ごとに，有意性の認められる組合せを取り上げ

てみると次のとおりである。

  1）総資本収益率に対する挽立原木の針広割合及び

　　 製品転売の多寡の関係は顕著である。すなわち

 　　針葉樹挽立割合の高い工場ほど，また製品転売

　　 の少ない工場ほど，収益率は高くなる傾向がみ

　　 られる。

　2）売上高純利益率については，相関度はやや弱い

 　　が上記総資本収益率に対する関係と全く同様の

　　 ことが認められる。

　3）総資本回転率と機械設備の大小の間には高度の

　 　相関があり，設備の大きな工場ほど回転が鈍く

　　　なる。又，地域差が認められる。

　これ以外の組合せについては，主に資料の制約から

一元的な見方をしなければならなかったため，有意性

を認めることは難かしい。ここで考慮した5要素はい

ずれも大なり小なり収益性に影響を及ぼしていること

は明らかである。したがって，多変量解析によって他

の条件を一定に保ち，その影響，いわば“攪乱作用”

の働きを取り除くことができるならば，各要因の収益

性に及ぼす影響をより明白に把握することができるも

のと思う。

　なお，今回の調査では資料や分析の面でいろいろ欠

点を含み，はなはだ不満足な観察に終ったけれども，

今後さらに調査の時期ならびに範囲をおし広げていく

上に，また個々の企業においても比較資料として多少

なりとも参考になるのではないかと考える。

　参考として，要因別に比率の分布状態を第4図に一

覧的にあげておく。
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